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ま 又 力 《き 

この 規格 は， 工業 標準化 法 第 14 条 によって 準用す る 第 12 条第 1 項の 規定に 基づき， 社団法人 日本 電気 
計測 器 工業 会 （JEMIMA) 及び 財団法人 日本規格協会 （JSA) から， ェ菜 標準 原案 を 具して 日本 ェぉ设 ^を 
改正す べきとの 申出が あり， 日本 工業 標準 調査 会の 審議 を 経て， 経済 産業 大臣が 改正した 日本 ェ聚 規格で 

あ る。 

これによ つて， JISZ 4337:1997 は 改正され， この 規格に 置き換えられた。 
こ の 規格 は ， 著作権法で 保護 対象 となって いる 著作物で あ る 。 

この 規格の 一部が， 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願 又は 実用新案 権に 抵触す る 可能性が ある ことに 注意 
を 喚起す る。 経済 産業 大臣 及び 日本 工業 標準 調査 会 は， このような 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願 及び 実 
用 新案 権 に 関わる 確認に ついて， 責任 はもたない。 



(2) 



； ft! 法に よ り 無断での WR, 転載 等 は 禁止され てお り ます。 
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据置形 /3 線 用 物品 表面 汚染 モニタ 

Installed articles surface contamination monitoring assemblies 

for beta emitters 

i 適用 範囲 

この 規格 は， 原子力 施設な どの 管理 区域から 搬出す る 物品の 表面 汚染 を 測定す るた め， 最大 エネルギー 

0.15 MeV 以上の ル線を 放出す る 核 種に よ る 汚染の 検出 を 目的と する， 据置 形タ線 用 物品 表面 汚染 モニタ （以 
下， モニタと いう。） について 規定す る。 

2 引用 規格 

次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す る。 これらの 
引用 規格 は， その 最新 版 （追 補 を 含む。） を 適用す る。 
JISZ4001 原子力 用語 

JISZ4334 放射線 表面 汚染 モニタ 校正 用 線 源— タ線 放出 核 種 （最大 エネルギー 0.15 MeV 以上） 及び a 

線 放出 核 種 
JIS Z 8103 計測 用語 

3 用語 及び 定義 

この 規格で 用いる 主な 用語 及び 定義 は， JISZ4001 及び JISZ8103 による ほか， 次に よる。 

3.1 

ま 面 放出 や (surrace emission rate) 

線 源の 表面 又は 線 源 窓から 放出され る 単位 時間 当た りの タ 粒子の 数。 
3.2 

取 小 検出 去 面 放出 ギ ^minimum detectable surface emission rate) 

モニタで 有意に 計測で きる 表面 放出 率の 最小限度。 最小 検出 表面 放出 率 は， 式 (1) 〜式 (3) によって 求めら 
れる。 
3.3 

機 器 ヌカ率 (instrument efficiency) 

標準 線 源に 対して 決められた 幾何学 的 条件で 測定した ときの， 検出 チャネル 又は モニタ リ ン グチ ャ ネル 
の 正味,; 卜 奴^ と 線 源の 表面 放出 率 と の 比。 
3.4 

機器 効率の 線 源ィ 置 特性 ^variation of response with source position) 

検出 面から 一定 距離の 面 上で 線 源 位置 を 変化 させた と きの， 機器 効率の 最小値と 最大値との 比。 
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3.5 

平！^ 機器 効 丰 (average instrument efnciency) 

最小 検出 表面 放出 率 を 算出す る ときに 用いる， モニタ リ ング チャネルの 検出器 全体に わたる 機器 効 中: の 
平均値。 
3.6 

代: の 機器 効率 instrument efnciency of a representation point) 

形式 検査で 測定 した 平均 板 器 効率の 変化 を 確認す ると き に 用いる 代表 位置での 機器 効率。 
3.7 

お境ノ \> 'ッ フフ ラウンド (ambient background) 

モニタが 設置され た 場所の バックグラウンド。 空気 力一 マ 率で 表し， 単位 は^ iGy'h 一' を 用いる。 
3.8 

最大 基準 ノ K ック グラウンド （reference background) 

環境 バ ック グラウンドと 人為的に y 線 照射に よって 付加 さ れた 線量 率 と の 和。 最大 基準 バ ック グラウン 
ドは， 製造業 者が 定め 空気 カーマ 率で 表し， 単位 は) iGy'h 一 1 を 用いる。 

注記 最大 基準 バックグラウンド は， 最小 検出 表面 放出^ を 求める ために 用いる。 

3.9 

検出 ナャ个 ソレ (detection channel) 

検出器 単体 と ， そ の 検出器に 対応す る 増幅器 及び 波高 弁別 器 と を 含む 最小の 検出 系。 
3.10 

モ ニッ リンク チヤ- f ル ^monitoring channel) 

汚染 を 測定す るた めに， 一つ 又は 二つ 以上の 検出 チャネルで 構成され る 装置。 
3.11 

検出器の 入射 窓 面積 （sensitive area of the detector) 

タ 線が 検出器に 実際に 入射し 得る 部分の 面積。 保護 格子の 部分 を 含む。 

4 分類 

4.1 測定 時の 物品の 移動の 有無に よる 分類 

a) 固定 形 検出器と 測定 物品と を 動かさないで 汚染 測定 を 行う モニタ 

b) 移動 形 検出器が 測定 物品 上 を 移動して 汚染 測定 を 行う モニタ， 又は 測定 物品 を 検出器 前面で 移動 さ 
せて 汚染 測定 を 行う モニタ 

4.2 測定 時の バ ック グラウンド 補償の 有無 による 分類 

a) バックグラウンド 補償 形 測定 物品 を モニタに 設置して いない 間， おに モニタリング チャネルで バッ 
ク グラウ ン ド を 測定 してお き， 測定 物品 を 設置して いると き の 計数 率 か ら 測定 直前の バ ッ ク グ ラウ ン 
ドの 計数 率 を 差し引 く モニタ 

b) バックグラウンド 無 補償 形 バックグラウンド 補償の ない モニタ 
5 性能 

5.1 機器 効率の 線 源 位置 特性 

概器 効率の 最小値と 最大値との 比 は， 7.2.2 の 方法で 試験した とき， 0.5 以上で なければ ならない。 
5.2 最小 検出 表面 放出 率 
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最小 検出 表面 放出 率 は， 7.2.3 の 方法で 試験 したと き， 200 s 一 1 以下で な ければ な ら ない。 
5.3 エネルギー 特性 

機器 効率の 最小値と 最大値との 比 は， 7.2.4 の 方法で 試験した と き， 製造業 者が 定める 値 以上で なければ 
ならない。 
5.4 警報 動作 

警報 動作 は， 7.2.5 の 方法で 試験した とき， 6.5 に 示す 動作 を 確実に 行わなければ ならない。 
5.5 オーバ スケール 特性 

オーバ スケール 特性 は， 7 丄 6 の 方法で 試験した とき， 最大 指示 範囲 を 超えた こと を 示す 表示 を 行い， そ 
の 測定 部位 を 表示し なければ ならない。 
5.6 温度 特性 

指示 値の 変化 ほ， 7 丄 7 の 方法で 試験した とき， 基準 値の ±30 % でなければ ならない。 7.2.7 で 規定した 
温度 範囲 を 超えた 試験 は， 使用者 と 製造業 者 と の 取決め による。 
5.7 耐湿性 

指示 値の 変化 は， 7.2.8 の 方法で 試験した とき， 基準 値の 土 10% でなければ ならない。 
5.8 電源 電圧の 変動に 対する 安定性 

指示 値の 変化 は， 7.2.9 の 方法で 試験した とき， 基準 値の ±10% でなければ ならない。 



6 構造 

6.1 構造 一般 

モニタの 構造 一般 は， 次に よる。 

a) モニタ は， 検出 チャネル， 信号 処理 部， 表示 部， 警報 装置， 電源 部な どに よって 構成す る。 

b) モニタ は， 測定 物品の 表面 汚染 を 効率よ く 測定で きる ように 検出器 を 配置し， 検出器 問の 隙間 をで き 
る だけ 小さく した 不感 帯の 少ない 構造と する。 また， 複数の モニタリング チャネル を 設け， 汚染 位置 
の 判定が できる 構造と する こ とが 望ま しい。 

c) モニタ は， 電源の 投入な ど， 汚染 以外の 原因に よって 誤って 警報 装置が 動作し ない ものと する。 

d) モニタ を 点検す る ときに， 警報音 及び 外部 警報 信号が 発生し ないよう にす る 機能 を 備える こ とが 望ま 
しい。 

e) モニタ は， 測定 対ぶ とする 物品 表面の 検査に 便利で 丈夫な 構造と し， 電気 的 及び 磁気 的 妨害， 振動， 
衝ま などに よって 故障 又は 測定 誤差 を 生じに くい 構造と する。 また， 連続 使用に 対して 動作が 安定で 
なければ ならない。 

f) モニタ は， 測定 物品の サイズ， 質量の 超過 又は 測定 時の 物品 設定 範囲からの はみ出し などの 異常 を自 
動的に 検 知し， 物品 を 戻すな ど， 装置 を 保護し なければ ならない。 自動的な 保護 機能 を 設けない 場合 
は， 許容範囲 を 超えても， 装置が 破損し ないような 堅ろう （牢） な 構造と する。 

g) 測定 対象と する 物品の サイ ズに 合わせて， 検出 面と 物品 表面と が 所定の 距離 以内に 設定で き る 構造と 

する。 

なお， 設定 は， 手動 及び/又は 自動の いずれで もよ い。 

h) モニタに 物品の 移動な どの 駆動 部が 設置され ている 場合 は， 作業 者 及び/又は 物品 力 5 挟まれに く い 構 
造と する。 製造業 者が 安全 確保の 基準と して 定める 異常 状態が 発生した 場合に は， モニタの 駆動 部 は 
自動的に 停止し なければ ならない。 また， 異常 時には， 手動で 停止で きる 核 能 を もっていなければ な 
ら ない。 
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6.2 検出 チャネル 

検出 チャネル は， 次に よる。 

a) 検出器 は， 汚染し にくい 構造 か， 汚染除去 又は 交換が 容易な 構造で なければ ならない。 

b) 検出 チャネル は， 表面 汚染 を 測定す る》 線 検出器の ほかに， y 線 検出器 を 補助 的に 設置した 構造で あ 
つても よ レュ。 

6.3 信号 処理 部 

信号 処理 部 は， 次に よる。 

a) 保守 点検が 容易な ように テスト パルス 信号 発生 装置 を 組み込み， 指示 値の 確認 及び 警報 動作 試験が で 
きる 構造で ある ことが 望ま しい。 

b) 測定 時間 は， 変えられる ものと する。 
6.4 表示 部 

表示 部 は， 次に よる。 

a) モニタの 指示 は， 計数 ギ， 針 奴 値 又は 表面 汚染 密度と する。 

b) 汚染 を検 知した モニタリング チャネル を 表示し なければ ならない。 また， モニタが 動作 又は 故障 状態 
である こと を 表示し なければ ならない。 

c) 任意の 検出 チャネルの 指示 を 表示で きる ものと する。 また， 検出 チャネル ごとの 警報 設定 値， 下限 ■ 
報 設定 値， バック グラウン ドの 異常 及び 高電圧の 異常 を 表示で きる ものと する。 

6.5 警報 装置 

= 報 装置 は， 次に よる。 

a) 汚染 を検 知した 場合に は， ？• (ぉポ 及び 音） を 発しなければ ならない。 

b) モニタの 故障 を検 知した 場合に は， ，報 （表示 及び Z 又は 音） を: 1 しなければ ならない。 

なお， 汚染と 故障との？ 報 は， 区別で きなければ ならない。 

c) 警報 レベル は， 少なく とも バックグラウンド レベルから， 表面 放出 率 200 s 一 1 に 対応す る 計数 率 又は こ 
れに 相当す る 数値 を 含む^ 囲で 設定で きなければ な ら ない。 

6.6 電源 部 

電源 は， 定格 電圧 100 V 又は 200 V， 定格 周波数 50 Hz 又は 60 Hz の 交流 電源と する。 

/ 5 式'^ 

7.1 試験 条件 
7.1.1 共通 試験 条件 

7.2 の 各 試験 方法に おける 基準 条件 を， 表 1 に 示す。 特に， 製造業 者が 定める 場合を除き， この 規格に お 
ける 試験 は， 表 1 に 示す 標準 試験 条件で 行う。 標準 試験 条件で 行えない 場合 は， 温度， 気圧 及び 湿度 を 明 
示し， 基準 条件での 機器 効率 及び パッ ク グラウン ド 計数 率に 補正 しなければ ならない。 
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表 1 一共 通 試験 条件 



項园 


甘' 准 义 /や 
基 牟朵仵 

V^SS.'JHSI^'B レノ J "曰 At /J 1 V J c_ ノ 


わ ||自 ■<!_ "- 1 | ト '- ' • /小 
德举" I 央杀仵 

、教 to 未^ & レンす 曰疋 ァ リ、 ノょ V" 1 こ さ》 


予熱 時間 


分 


30 


30 


瀕境 温度 


。C 


on 


1 o^zz 


相対湿度 


% 


OJ 


《《〜マ 《 b) 

jj〜/j - 


慨 


kPa 


1 A1 1 




雷 源 Vli 圧 "> 


丄 1リ兄| せ] W、 i^l/_L 


TP m -Tf m ^it nr_u i o/ 
ItS" し/ ジぉ堪 lit 士丄 ん 


電源 周波数 a) 


111 规 培 1 pj -タ乂 


TCi 曰 街、 M 闲、) r お 米な ~k 1 0/ 


€ 源 波形 a) 


正弦波 


正弦波からの ひずみ 5% 未満 


y 線 バックグラウンド 


liGyh"' 


空気 カーマ: 书 

0.2 未満 


'せ'' ノ y 7 — マ. お 

— 1 一 ハ、 メリ ， i~ 

0.25 未満 


外部 電磁波 


無視で き る レベル 


影響の 認められる レベル 未満 


外部 磁気 誘導 


無視で き る レベル 


地球 磁場の 2 倍 未満 


モニタの 設定 


正規 動作 状態に 設定 


正規 動作 状態に 設定 


放射性物質 による 汚染 


無視で き る レベル 


モニタ で 枚 出で き る 最小 のレべ ル 未満 


注 a) 商用 電源の 場合に 適用す る。 
b) 試験 時点での 実^の 値 を 明示す る。 これらの 値 は， 温暖な 気候に 適用 可能で ある。 標準 試験 条件より 暑い 

又は 寒い 気候 時には， 試験 時の 実際の 値 を 明示し なければ ならない。 海抜の 高い ところでは， 気圧 は， 70kPa 
まで 許される。 



7.1.2 線 源 

ガ線 源と して 36 C1 又は 2 Q4 T1， ）' 線 源と して 137 Cs を 用いる。 ただし， /? 線 源に ついては J1SZ4334 に 規定 
する これら 以外の 核 種の 標準 線 源 を 用いても よい。 その 場合 は， 得られた 機器 効率 を 補正す る ことが 望ま 
しい。 

なお， 7.2.4 による エネルギー 特性 試験 は， この 限りで はない。 
7.2 試験 方法 
7.2.1 —般 

試験 方法 一般 は， 次に よる。 

a) 全ての 試験 は， 30 分 間の 予熱 時間が 経過した 後に 実施す る。 

b) 試験 条件の うちある 項目 を 変化 させて 試験す る 場合， その 項目 以外の 条件 は， 表 1 に 示す 範囲 内に な 
ければ ならない。 

7.2.2 機器 効率の 線 源 位置 特性 試験 

お., お 効 ギの線 源 位置 特性 試験 は， 全ての 検出 チャネルに 対し 50 mm 以下の 間隔の 格子点に 直径 25 mm 
以下の 線 源 （ 36 C1 又は 2 " 4 T1) を 検出器に 密着し， 検出 面の 縁から 25 mm 隔たった 各 点に できるだけ 均等な 
位^に 順次 置いて， 各 試験 点に おける 機器 効率 を 求め， 最小値と 最大値との 比 を 算出す る。 ただし， 検出 
器の 構造が 同- -- で， 幾何学 的に 見て 分布が 等し く なると 推定され る 検出 チャネル 群に グループ 分けし， そ 
の 中から 代表的な 検出 チャネル を それぞれ 一っ^んで 試験しても よい （図 1 参照）。 
7.2.3 最小 検出 表面 放出 率 試験 

最小 検出 表面 放出 率 試験 は， 形式 検査 及び 受渡 検査に 応じて， 次に よる。 

なお， 測定 物品の 表面 放出 率に 対応す る 放射性 表面 汚染の 測定 方法 を， 附属 書 A に 示す。 
a) 形式 検査 形式 検査 は， 次に よる。 

1) 平均 機器 効率 試験 全ての モニタリング チャネル に対して， 1.1) 又は 1.2) の 方法で 平均 機器 効率 
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(s a ) を 求める。 また， 一つの モニタリング チャネル に対して 複数個の 検出 チャネル を 用いて いる 
場合に は， それらの 平均 機器 効率の 平均値 を 使用す る。 

な お， P 線 入射 窓 面積が 1 000 cm 2 を 超える 検出器， 又は こ の 検出器 を 組み合わせた モニタ リ ン グ 
チャネルから 構成され る 大形の モニタ は， タ線 標準 線 源と して 面積が 100 cm 2 以上の 線 源 を 用いても 
よい。 その 場合 は， 線 源 を 検出 面の 総から 25 mm 隔たった 範囲 を 覆うよう に， できるだけ 均等 かつ 
線 源の 有効 面が 極力 重ならな いよ う に 置いて 試験 を 行う。 

1.1) 固定 形 モニタ 試験 時の 線 源と 検出器との 距離が 汚染 測定 時と 同じ 距離になる ようにし， 検出 面 
と 並行な 面に 50 mm 以下の 間隔で 直径 25 mm 以下の 線 源 ( 36 C1 又は 2()4 T1) を 検出 面の 縁 か ら 25 mm 
を 除 く 各 点 に できる だ け 均等な 位置に 順次 置いて， 各 試験 点 に お け る ^器 効率 を 求め る。 各モニ 
タリン グ チャネル 内の 全 測定 点の 機器 効ギ • の 平均値 を 算出し， 平均 機器 効率 (s. d ) とする （図 1 参 
照)。 

1.2) 移動 形 モニタ 試験 時の 線 源と 検出器との 距離が 汚染 測定 時と 同じ 距離になる ようにし， 測定 物 
品の 移動 方向に 対して 直角の 検出 面と 並行な ラインに 50 mm 以下の 間隔で 直径 25 mm 以下の 線 源 
を 検出 面の 縁から 25 mm 隔たった 各 点に できるだけ 均等な 位置に 順次 置いて， 測定 時と 同じ 速度 
で 各 試験 点に おける 機器 効率 を 求める。 各 モニタリング チャネル 内の 全 測定 点の 機器 効率の 平均 
値 を 算出し， 平均 機器 効率 （ £a ) とする （図 2 参照)。 

阜 fil mm 

25 5C 以下 25 




しり I 

'■ 1 、し ■ • 1 1 1 1 ' に 



図 1 一機 器 効率の 線 源 位置 特性 試験 及び 最小 検出 表面 放出 率 試験の 
平均 機器 効率 試験 （固定 形 モニタの 場合） で 線 源 を 置く 格子点 
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単 (k mm 



測定 物品の CM 方向 



検出器 



線 源 



下) 



25 50 以下 25 

図 2 - 最小 検出 表面 放出 率 試験の 平均 機器 効率 試験で 線 源 を 流す 位置 
(移動 形 モニタ で 測 定 物品 が 移動 する 場合） 



代表 点の 機器 効率 試験 全ての 検出 チャネル に対して ガ線 標準 線 源 を， 測定 を 代表す る 位 化' (に 設定 
し， 機器 効率 （り） を 求める。 用いる 線 源の 核 種， 形状 及び 線 源 位置 は， 製造業 者が 指定す る。 

注記 例えば， 線 源 形状 は， 10 cmX 10 cm 又は 10 cmX 15 cm の 面 線 源が ある。 線 源 位 © は， 検 
出 器 中心で 保護 格子に 密着， 保護 格子から 5cm 又は 10cm などが ある。 
バックグラウンドの 測定 及び 最小 検出 表面 放出 率の 計算 モニタの 種類に 応じて， 各 モニタリング 
チャネル について 次の 試験 を 行い， 最小 検出 表面 放出 率 を 計算す る。 

なお， 最大 基準 バックグラウンド を 設定す る 場合 は， ' 37 Cs 又は 6G Coy 線 源 を 用い 各 検出器 中心 か 
ら 少なくとも 3m 以上 離して 照射 を 行う。 照射 方向 は， 指定がない 場合 は， モニタの 横からと し， 
指定が ある 場合に は 指定 方向 か ら と する。 線量 率 は， 使用者 と 製造業 者 と の 取決めがない 場合 は 0.25 
liGy'lT 1 程度と し， 取決めが ある 場合に は 指定 値と する。 
) バックグラウンド 補償 形 最大 基準 バックグラウンドの 環境 下で， 10 分 間 以上 バックグラウンド 

に 対応す る 計数 率 を 測定し， 各 モニタ リング チャネルの 最大 基準 バック グラウンドに 対応す る 計 

数 率 を 求め， 最小 検出 表面 放出 率 （M) を 式 n) によって 算出す る。 



0.05B 2 +3(B 2 /t + Bjry 



ど a 

M、 
B 2 
T 
t 



(1) 



最小 検出 表面 放出 率 （s 一 1 ) 

最大 基準 バッ ク ダラ ゥ ン ドに 対応す る 計数 率 （s 一'） 
物品 測定 時に 設定され る 測定 時間 （s) 
システムで 設定され る バックグラウンド 測定 時間 （s) 
平均 機器 効率 
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3.2) 



b) 



注記 移動 形 モニタの 場合の r の 値 は， 3 返し 計数 を 行う 時間と する。 ただし， 移動 方向の 検 
出 有効 寸法 を 移動す る 時間より 繰返し 計数 時間が 長い 場合 は， 検出 有効 寸法 を 移動す る 
時間と する。 

バックグラウンド 無 補償 形 環境 バックグラウンド 及び 最大 基準 バックグラウンドの 環境 下で そ 
れぞれ 10 分 間 以上 自然 計数 率 を 測定し， 各 モニタ リ ング チャネルの 環境 バッ ク ダラ ゥ ン ドに 対応 
する 計数 率 及び 最大 基準 バックグラウンドに 対応す る 計 纹率を 求め， 最小 検出 表面 放出 率 Cm》 

を 式 (2) によって 算出す る。 

B つ— B 、も {B つぼ や 5 



M, = 



(2) 



B 、： 環境 バックグラウンドに 対応す る 計^ 书 （s 一'） 
B 2 : 最大 基準 バックグラウンドに 対応す る 計数 率 （ 

T: 物品 測定 時に 設定され る 測定 時間 （s) 

e a ： 平均 機器 効率 



注記 



移動 形 モニタの 場合の ァの値 は， 繰返し 計数 を 行う 時間と する。 ただし， 移動 方向の 検 
出 有効 寸法 を 移動す る 時間より 繰返し 計数 時間が おい 場合 は， 検出 有効 寸法 を 移動す る 
時間と する。 

受渡 検査 受渡 検査 は， 全ての 検出 チャネル に対して 代表 点の 機器 効率 （お） を 求め， 形式 検査 時に 
求めた 最小 検出 表面 放出 率 （M》 及び 代表 点の 機器 効率 （ £1 ) を 使用して， 式 (3) によって 受渡 試験 時 
の 最小 表面 放出 率 （M) を 算出す る。 ただし， 線 源 及び その 配置 は， 形式 検査 時の 代表 点の 機器 効率 
(e,) を 測定した ときと 同じ 条件と する。 



M つ =M } 

ど 2 

こ に， 



(3) 



f.' 2 



形式 検査 時の 最小 検出 表面 放出 率 G 
形式 検査 時の 代表 点の 機器 効率 
受渡 検査 時の 代表 点の 機器 効率 

7.2.4 エネルギー 特性 試験 

最大 エネルギーが 0.2 MeV 未満， 0.2 MeV 以 ― ヒ 0.5 MeV 未満 及び 0.5 MeV 以上の 少な く とも 3 種の/? 線 
放出 核 種 を 用いて， 7.2.3 a) 1) によって 平均 機器 効率 を 求める。 この 試験に 適した 線 源の 例 を， 表 2 に 示 

す。 



表 2 — エネルギー 特性 試験に 用いる 主な P 線 源の 例 



核 種 


半減期 め 


最大 エネルギー (keV) d) 


l4 C 


5 730 年 


156 


,47 Pm a) 


2.62 年 


225 


60 Co b) 


5.27 年 


310 


36 C1 


3.00 x 10 5 年 


710 


2()4jj 


3.78 年 


763 


90 Sr + 90 Y c) 


28.5 年 


2 274 


l06 Ru+ l06 Rh 


1.01 年 


3 540 


注 a) l47 Pm に対する 146 Pm の 混入が， 試験に 影響を及ぼさ ないよう 注意す る。 

b) 6Q Co を 用いる 場合 は， y 線の 影響に 注意す る。 

c) 90 Sr+ 90 Y に 130mg'cm 一 2 厚の フィ ルター を かける こ と によって， 90 Y からの 高工 ネル 
ギ一 線 だけ を 利用しても よい。 

d) 半減期 及び 最大 エネルギー は， JS.SZ4334 による。 
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7.2.5 警報 動作 試験 

測定 対象と する 放射線 又は パルス 信号 発生 装置 を 用いて 警報 設定 値 を 超える 計数 値 を 与えて， 6.5 の a) 
及び c) に 示す 警報 動作の 確認 試験 を 行う。 この 試験 は， 全ての モニタリング チャネル について 行う。 
7.2.6 オーバ スケール 特性 試験 

モニタに 十分な 指示 値 を 与える 線 源 （例えば， タ 線の 場合 は， 10 5 Bq 以上の 2 Q4 T1 又は 9 fl Sr+ 9Q Y ガ線 源） 
を 用いて 検出器 を 照射し， 最大 指示 範囲 を 超える 計数 値 を 与える。 この 試験 は， 全ての 検出 チャネル につ 
いて 行う。 

7.2.7 温度 特性 試験 

周囲 温度 5 °C， 20 °C 及び 40 °C において， バックグラウンド 及び 数え 落としの 影響が 十分 無視で きる 計 
数 率 （l.00〜l 000 s 一' 程度） が 得られる 放射線 を 照射して 行う。 モニタ を 動作 状態に し， 各 温度 （温度 許容 
差 は， ±2°C とする。） の 環境に 1 時間 以上 放置した 後， 100 秒 以上 測定し， 指示 値 を 読み取る。 20 でに 
おける 指示 値 を 基準 値と して， 各 温度に おける 指示 値から 基準 値 を 差し引いた 値の 基準 値に 対する 百分率 
を 求める。 この 試験 は， 装置で 使用して いる 検出器の 形状と 大きさが 同じ 場合に は， 1 チャネル だけの 測 
定で よい。 モニタが 大き く 恒温 槽 などの 試験 装置に 入らない 場合 は， 検出 チャネル 又は モニタ リ ング チヤ 
ネル と それ 以外の 部分に 分割して 測定しても よ いが， 検出 チャネル 及び モニタ リ ング チャネルの 変動が 許 
容 範囲 を 満足 し ， そ れ 以外の 部分 と の 変動の 和が 許容範囲 を 満足 し な ければ な ら な い。 分割 して 測定す る 
場合 は， 検出 チャネル 又は モニタリング チャネルの 試験のと きに， 測定 対象の 放射線 を 照射し， それ 以外 
の 部分に ついては， パルス 信号 発生 装置 を 用いて 検出 チャネルからの 出力 信号に 近似した 波形の 信号 を 信 
号 処理 部 に 入力して 試験 を 行う。 
7.2.8 耐湿性 試験 

周囲 温度 35 °C で 相対湿度 65 % 及び 85 % において， バック グラウン ド 及び 数え 落 と し の 影お が 十分 無視 
できる 計数 率 （100〜1 000 s 一' 程度） が 得られる 放射線 を 照射して 行う。 モニタ を 動作 状態に し， 各 相対 湿 
度 （湿度 許容 差 は， ±5% とする。） の 環境に 1 時間 以上 放置した 後 100 秒 以上 測定し， 指示 値 を 読み取る。 
相対湿度 65 % における 指示 値 を 基準 値と して， 相対湿度 85 。/。における 指示 値から 基準 値 を 差し引いた 値 
の 基準 値に 対する 百分率 を 求める。 この 試験で 照射す る 検出器 及び 分割 測定 方法 は， 7.2.7 による。 
7.2.9 電源 電圧の 変動に 対する 安定性 試験 

電源 電圧 を 定格 i は! 上の 88% 及び 110% とし， ノ 《ック グラウンド 及び 数え 落と しの 影響が 十分 無視で きる 
計数 率 （100〜1 000s 一' 程度） の 放射線 を 照射して 100 秒 以上 測定し， 指示 値 を 読み取る。 定格 電圧に おけ 
る 指示 値 を 基準 値と し， 各 電圧に おける 指示 値から 基準 値 を 差し引いた 値の 基準 値に 対する 百分率 を 求め 
る。 この 試験で， 照射す る 検出器 は 7.2.7 による。 

なお， この 試験に おいて コン ベアな どの 機構 部に は， 定格 電源 電圧 及び 定格 周波数の 電源 を 供給す る。 

8 検査 

8.1 形式 検査 

形式 検査 は， 次の 項目に ついて 箇条 7 によって 試験 を 行い， 箇条 5 の 規定に 適合した もの を 合格と する。 

a) ^器 効率の 線 源 位置 特性 

b) 最小 検出 表面 放出 率 

c) エネルギー 特性 
(!) 警報 動作 

e) オーバ スケール 特性 
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t) 温度 特性 

g) 耐湿性 

h) 電源 電圧の 変動に 対する 安定性 
8.2 受渡 検査 

受渡 検査 は， 次の 項目の ほか， 受渡 当事者 間の 協定に よって 定められた 項目に ついて 行い， 箇条 5 の規 
定に 適合した もの を 合格と する。 

a) 最小 検出 表面 放出 率 

b) 警報 動作 

9 表示 

モニタに は， 見やす い 箇所に 容易に 消えない 方法で， 次の 項目 を 表示し なければ ならない。 

a) 名称 

b) 形 名 

c) 分類 

d) 製造番号 

e) 製造 年月 又は その 略号 

t) 製造業 者 名 又は その 略号 

g) 定格 電源 電圧， 定格 周波数 及び 消費 電力 

10 取扱説明書 

モニタに は， 少なく とも 次の 項目 を 記載した 取扱説明書 を 添付し なければ ならない。 

a) 名称， 形 名 及び 分類 

b) 形状， 寸法 及び 質量 

c) 指示 範囲 

d) 検出器の 種類， 入射 窓の 寸法 及び 窓 厚 （g'cm— 2 ) 

e) 形式 検査 時 及び 受渡 検査 時の 代表 点の 機器 効率， 平均 機器 効率， 標準 線 源 及び その 設定 位置 

f) エネルギー 特性 

g) 定格 電源 電圧， 定格 周波数 及び 消費 電力 

h) 最小 検出 表面 放出 率 （測定 時間， 標準 線 源 及び その 設定 位置 を 明記す る。 移動 形 モニタの 場合 は， コ 
ン ベア 速度 又 は 検出器 移動 速度 も 明記す る 。 ） 

I) 許容 バ ック グラウンド レベル 及び 補償 方法 

j) 検出器と 物品との 位置 関係で 感度 変化に 大きな 影響 を 与える 事項に ついての 説明 
k) 被 測定 物品の 寸法， 質量， 形状な どの 制限 
S) 詳細な 操作， 保守 及び 校正の 手順 
m) その他の 取扱い 上の 注意事項 
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附属 書 A 

(参考） 



据置形 j8 線 用 物品 表面 汚染 モニタに よる 放射性 表面 汚染の 測定 方法 



A.1 一般 原則 

物品の 放射性 表面 汚染 を 表面 汚染 密度で 評価す る 方法に ついては， JISZ4504 による。 

この 附属 書で は， モニタ を 用いた 表面 汚染の 測定 方法に ついて， JISZ 4504 に 従い 評価 を 行う ときの モ 

二 夕 固有の 事項に ついて 示す。 

A.2 放射性 表面 汚染の 測定 方法 

モニタ を 用いて 測定 し た 物 品の 表面 汚染 密度 は ， 次 の 式に よって 求める。 



A.3 線 源 効率 

測定 物品の 放射性 表面 汚染の 線 源 効率 ち の 値が 明 ら かで ない 場合に は， 安全 側の 数値 と して 次の 値 を 用 
いる こ とが 望ま しい。 

なお， 測定 物品の 放射性 表面 汚染の 線 源 効率が あらかじめ 明らかな^ 合に は， その 値 を 用いる ことが で 

さる。 

a) 最大 エネルギーが 0.4 MeV 以上の タ 線の 場合 は， 0.5 とする。 

b) 最大 エネルギーが 0.15 MeV 以上で 0.4 MeV 未満の ガ 線の 場合に は， 0.25 とする。 



参考文献 J1SZ4504 放射性 表面 汚染の 測定 方法 ータ線 放出 核 種 （最大 エネルギー 0.15 MeV 以上） 及び a 

線 放出 核 種 



ど a x K 1 1 



A 

N 



表面 汚染 密度 （Bq'cm 一 2 ) 

汚染 を 検出した モニタリング チャネルの 正味 計数 率 （s 一 1 ) 

7.2.3 で 求めた 平均 拔器 効率 

放射性 表面 汚染の 線 源 効率 (A.3 参照） 

表面 汚染 密度 評価に 関わる 面積で 100 cm 2 とする。 



mmanz 難 ！ » 断での w«， 二 止されて お り ま す。 
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据置形 タ線用 物品 表面 汚染 モニタ 
解 説 



この 解説 は， 規格に 規定 • 記 載した 事柄 を 説明す る もので， 規定の 一部で はない。 
この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集 • 発行 する もので あり， これに 関する 問合せ 先 は， 財団法人 
日本規格協会 である。 

] 今回の 改正までの 経緯 

据置 形/? 線 用 物品 表面 汚染 モニタ は， 管理 区域から 搬出す る 物品の 表面 汚染 を 漏れな く 効率的に モニタ 
リ ング する ために， 測定 を 自動 化した 装置と して 表面 汚染 サ 一^ ^ィ メータに 代わって 国内の 原子力 施設 等 

で 広く 利用され るよう になった。 このような 状況の 中で， この 規格 は， 1997 年 物品 表面 汚染 モニタの 標準 
化の 要望が かねてよ り 出されて お り， IEC 61098:1992， Installed personnel surface contamination monitoring 
assemblies for alpha and beta emitters の 考え方 を 参考と して 制定 （以下， 旧規 格と いう。） された 後， 今回の 
改正に 至った。 

今回， 社団法人 日本 電気 計測 器 工業 会 は， J1S 原案 作成 委員会 を 組織し， JIS 原案 を 作成した。 この JIS 
原案 を生務 大臣で ある 経済 産業 大臣に 申出し， 日本 工業 標準 調査 会で^^;! 決され， 平成 23 年 11 月 21 
日付で 公示され た。 

2 今回の 改正の 趣旨 

今回の 改正で は， IEC 61098:1992 を 翻訳し， 技術的 内容 を 変更して 2006 年に 改正され た JIS Z 4338 國 
ン ド フット モニタ 及 び 体 表面 汚染 モ 二 ター a 線 及 び/又 は (i 線 用 ハンド フット モニタ 及 び 体 表面 汚染 モ 二 
タ）， 及び 同じく 2006 年に 制定され た JISZ 4340 (放射性 汚染 検査 用 ラン ドリ モニタ） との 整合 を 図る と 
ともに， この モニタに 関する 最新の 知見 を， この 規格に 反映す る こと を 目的と した。 

なお， li'J 連す る 国際規格 及び 国内 規格 は， 次のと おりで ある。 

a) 関連す る 国際規格 物品 表面 汚染 モニタに 対応す る 国際規格 はない が， 国際的に 適用で きる 規格化 を 
行 うため， 大 面積の 検出器 を もち， 測定の 自動 化 を 行って いる 点 で 類似 している モニタの 規格と して， 
国際規格 1EC 61098 を 参考と した。 

b) 関連す る 国内 規格 物品 表面 汚染 モニタ は， 複数の 表面 汚染 検出器の 集合体で ある ことから JIS Z 
4329 (放射性 表面 汚染 サ 一^ ^ィ メータ）， 並びに 表面 汚染 を 測定す る という 点で J1SZ 4338 及び JISZ 
4340 と 関連して いる。 

3 審議 中 に 特に 問題と な つ た 事項 

今回の 改正お^ で 特に 問題に な つ た 事項 は， 次の とおりで ある。 
a) 規格の 構成 規格 を 本体 及び 附属 書の 構成と した。 規格 本体 は モニタと しての 基本的な 性能 規定 を 行 
レ 、 ， 附属 みで は 法令 な ど で 要求 される 表面 汚染 密度 と モニタで 得られる 測定値 と の 関係 を 分かりやす 
くす るた め， 物品の 表面 放出 率に 対応す る 表面 汚染 密度の 測定 方法 を 説明した。 ただし， 表面 汚染 密 

解 1 
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度の 測定 方法に ついては， 国際規格と- - 致した JIS Z 4504 [放射性 表面 汚染の 測定 方法 ータ線 放出 核 
種 （最大 エネルギー 0.15 MeV 以上） 及び 線 放出 核 種] が 既に 制定され ており， 二重 規定に なるとの 
意見が 出た。 このため， 最近の 規格 は， 附属 書の 位置付け を 規定 又は 参考で 分類す るた め， 今回の 改 
正で 附属 書 は 参考と し， JISZ4504 に 従い 評価す る と きの モニタ 固有の 事項に ついて 示す こと と した。 

b) 性能 本体の 箇条 5 に 検出器の 感光性， 及び 箇条 7 に それに 対応した 遮光 試験 を 加えるべき かどう か 
議論した。 審^した 結果， 次の 事由で 感光性 及び 遮光 試験 は 規定し ない ものと した。 

1) 遮光 試験 は， プラスチック シン チレ ーシ ヨン 検出器な どの 検出器 単体の 健全 性 を 確認す るた めの 試 
験で ある。 一方， この 規格 は 物品 表面 汚染 モニタに 関する モニタ 性能な ど を 規定した もので， 検出 
器 を 上記の ような 遮光 試^ を 必要と する 検出器 種別に 限定した 規格で はないた め， この 規格に 検出 
器 単体の 遮光 試験 を 記載す る こ と はなじ ま ない。 

2) 検出器の 遮光 膜が 破損して いる 場合 は， 環境 バックグラウンドに 対応す る 計数 ギが 大き く なる ので 
最小 検出 表面 放出 率が 大きくな り， 規定値 を 大きく 逸脱す るた め， ^易に 遮光 膜の 破損 を 容易に 発 
見で き る 。 

3) モニタ は， 移動 可能な 装置 も あるが 使用 中 は 据え付けられ ており， サ 一^ ^ィ メータの ように 環境が 
変わる こと はない。 したがって， 遮光 試験 は， 製造業 者が 自分た ちの 製品の 品質保証 のために 行う 
試験で 十分で あり， この 規格への 記載 は 不要で ある。 

さらに， JISZ 4338 及 び J IS Z 4340 では 他の 放射線 による 影， を 規定 している ことから， この 規 
格で ァ線 の^^ を 追加すべき かどう か を 議論した。 その 結果， この モニタ は タ線を 測定 対象と して 
おり， ；' 禆 のぶ,^ は 最大 基準 バックグラウンド 測定で 評価で きる ことから， y 線の 影響 は 規定し ない 
ことと した。 

c) 最小 検出 表面 放出 率 モニタ の 性能 として ISO 11929, Determination of the characteristic limits (decision 
threshold, detection limit and limits of the confidence interval) for measurements of ionizing radiation — 
Fundamentals and application に 規定され た 決定し きい 値 (decision threshold) 及び 検出 限界 値 (detection 
limit) を， この 規格に 導入すべき かどう か 議論した。 その 結果， 国内で は 最小 検出 表面 放出 率で 性能 
評価す るの がー 般的 であり， 決定し きい 値 及び 検出 限界 値に なじみがない こと， 表面 汚染 測定に 関連 
する JIS Z 4329， JIS Z 4338 及び JIS Z 4340 並びに これらに 対応す る IEC 規格で も 導入 さ れて いない 
ことから， 今回の 改正で 導入 は 見送りと し， 次回 改正 時に 再検討すべき 事項と した。 

d) 試験 方法 一般 及び 取扱説明書 旧規 格で は， ガス フロー 検出器に 関する 規定が 記載され ていたが， 現 
在の 国内での 使用 実績 を 調査した 結果， 物品 表面 汚染 モニタに は ガス フロー 検出器 は 使用され ていな 
いため， ガス フロ 一 検出器に 閲す る 規定 は 削除 し た 。 

e) 構造 JIS Z 4338 及び JIS Z 4340 では ガス フ 口 一 検出器 を 汚染 検出器 と して 使用 し た 場合の 構造 及び 
試験 方法に 関する 規定が 記載され ており， これ を この 規格に 反映す るか どうか ■ 論した。 国内の 原子 
力 施設な どで 使用 されて いる 物品 表面 汚染 モ ニタ は， 汚染 検出器 に プラスチック シン チレ ーシ ヨン 検 
出 器 を 使用 してお り， ガス フロ 一 検出器 を 使用 した もの は 存在し ないた め， 上記の 規定 は 反映 しない 
ことと した。 

本体の 6,1c) に 規定す る "モニタ は， 電源の 投入な ど， 汚染 以外の 原因に よって 誤って 警報 装置が 
動作し ない ものと する。" は， 具体性が なく 分かり づ らいとの 意見が あった。 この 規定 は， 電源 投入 及 
び 信号 ケーブルの 断線， 信号 処理 装置の 故障な どの 汚染 以外の 要因に 起因して 汚染 § 報が 誤 発 報す る 
こと を 防止す る こと を 目的と する ものである。 そ の 汚染 以外の 要因 は， 各 製造業 者で 違 うこと から， 
具体的な 要因 をつ まびら かに 記載で きないので， 現状 どおりの 記載と した。 

解 2 
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I) 線 源 線 源に ついては， "JISZ4334 に 規定す る 標準 線 源" のよう な 記載で はなく， 具体的に 記載す ベ 
きとの 意見が あり， JISZ4340 と 整合 を 図り "タ線 源と して 36 C1 又は 2 G4 T1， y 線 源と して 137 Cs を 用い 
る。" と し， JISZ4334 に 規定す る 6Q Co な どの 他の 標準 線 源 も 用いる ことができる 規定と した。 

g) 機器 効率の 線 源 位置 特性 試験 直径 25 mm 以下の 小面 積 線 源 を 使用して 機器 効率の 線 源 位置 特性 試 
験 を 行う こと は， 試験 点数が 多くな り モニタ 運用 上での 負荷 を 増大させる ので， 大 面積 線 源に 変更で 
きない か を 議論した。 その 結果， この 試験 は 検出器 個々 の 機器 効率 分布 を 測定' 評価す るた め， 基本 
的に 可能な 限り 細かく 測定すべき であ り， 形式 検査 だけに 限定され ていて 運用 上 負担 はかから ない こ 
とから， 現状 どおりと した。 また， この 試験での 測定 点 位置 を 理解し やすいよ うに 説明 （図 1 及び 図 
2) を 追加した。 

h) 最小 検出 表面 放出 率 試験 平均 機器 効卞 試験に ついて，》 線 入射 窓 面積が 1 000 cm 2 を 超える ような 検 

出 チャネル 又は モニタリング チャネルに 対し，》 線 基準 線 源 として 1 00 cm 2 以上の 大 面積 線 源 を 使用 し 
てよ いこと を 追記した。 これ は 旧規 格の 附属 書の 4. (校正の 方法） に 記載され ていた 規定で ある 力、 
こ の 規格の 本体 中に 移し 附属 書の 記載 は 削除した。 

大 面積 線 源 を 用いて 試験 を 行う ときに， 線 源の 有効 面が 重なるよ うに 線 源 を 配置して 平均 機器 効率 
を 測定す ると， 効率 分布に よって は， 実際より 高めの 平均 機器 効率 を 算定す る 可能性が ある。 このた 
め， "その 場合 は， …線 源の 有効 面が 極力 重ならな いように 置いて 試験 を 行う。" を 規定に 追記した。 
1) エネルギー 特性 試験 本体の 表 2 の エネルギー 特性 試験に 用いる 主な ク線源 は， JISZ4338 との 整合 
を 図り， 変更した。 天然 ウランの 標準 線 源 は， 国内で は 一般的に 購入す る ことが 困難で， 使用に 当た 
り 厳 し い 規制 を 受ける ことから 実用 的で ないた め， 表から 削除 し た 。 

原子力 施設な どで 測定 対象 と なる 主要 核 種が 6() Co であり， 200 keV 未満の 低 エネルギー an 域の 測定 
の 用途が 少ない こ と 力 3 ら， 3 種の/? 線 放出 核 種 は 0.4 MeV 未満， 0.4〜1 MeV, 1 MeV 以上の エネ ルギ 
一 領域から 選定す べきとの 意見が あった。 審議した 結果， 农面 汚染 測定に 関する 測定器に 関わる 国際 
規格の 見直 し も 必要で あ る ことから 今後の 課題と した。 

4 適用 範囲に ついて 

国内の 原子力 施設な どで 使用され ている 物品 表面 汚染 モニタ は， 2 層 式の 検出器 を 用いて 一度の 測定で タ 
線と y 線と を 分離 測定す る 装置が 一部 使用され ている。 しかし， 表面 汚染 モニタ は/? 線 測定が 一般的に 用 
いられて おり， y 線の 場合 はク 線と 比較し 透過 作用が 強く 放射性 表面 汚染と しての 性能 評価 方法が 一般化 
していない。 このため， この 規格の 適用 範囲 は， 今回の 改正で もク線 測定に 限定した。 ただし， y 線 検出 
器 は， P 線の 感度が 物品の 形状に よって 左右され やすいと いう 欠点 を 補うな どの 測定 上の メ リ ッ 卜が 認め 
られ るので， 本体の 6.2b) に 線 検出器 を 補助 的に 設置した 構造で あっても よい。" という 記載 を 今回の 
改正で も 残した。 

5 規定 項目の 内容 及び 補足説明 

5.1 用語 及び 定義 (箇条 3) 

JISZ4338 との^ 合 を 図る ため， 各 用語に 英語 表記 を 追記した。 

旧規 格で は， 検出 チャネル は "検出器 単体と， その 検出器に 対応す る 増幅器， 波形 整形 回路 及び 波高 弁 
別 器 を 含む 最小の 検出 系。" と 定義され ていた 力 s， 波形 整形 回路 は リニア アンプ を 想定して 記載して いた も 
ので， ^本 的に 増幅器に 含まれる ものである ため， 本体の 3.9 では "波形 整形 回路" を 削除した。 
5.2 分類 （箇条 4) 

解 3 
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分類 項目 は 旧規 格と 同じで ある カ^ 用語 は JISZ 4340 と 整合 を 図り， 物品 固定 型 を 固定 形に， 物品 連続 
移動 型 を 移動 形に， ノ 《ック グラウン ド 継続 減算 型 を バックグラウンド 補償 形に 変更した。 
5.3 機器 効率の 線 源 位置 特性 (5.1 及び 7.2.2) 

機器 効率の 線 源 位置 特性に ついては， 規格 制定 時に IEC 61098:1992 の 手足 測定 部の 場合と 同じ 規定値 
0.5 を 採用し， 試験 条件 を 物品 表面 汚染 モニタの 実状に 合わせた 方法に すべきとの 意見が 多く あり， 今回 も 
この 考え方で 試験 方法 を まとめた。 また， 物品 表面 汚染 モニタ は 一般的に 同じ 種類の 検出器 を 複数個 使用 
した 装置で ある 力ち 同一 種類の 検出器 性能 は 単 品 試験で 一般的に はばら つきが 土 10% 以下に 管理され てお 
り， 1 台の 試験で 問題と ならない ので 代表的な 検出器の 試験で よい こと と した。 
5.4 最小 検出 表面 放出 率 (5.2 及び 7.2.3) 

最小 検出 表面 放出 率の 試験の ための 平均 機器 効率の 測定 点数 は， 例えば， 本体の 図 1 の 例に 示す よう に， 
検出器 1 台 分で も 49 点と 膨大な 量と なる。 したがって， 形式 検査 以後の 試験の 簡素化が 必要で あり， 試験 
を 簡単で 確実な も の とする ために， 形式 検査の 結果 を 基に 代表 点の 機器 効率の 変化 を 確認す る 方式 を 採用 
した。 ただし， 規格化の 主旨 はあくまで 作業 性 を 考慮した 最低 条件 を 規定した ものであって， 形式 検査と 
同 じ 方法 による 試験 をお り 返し 行う こと を 否定す る もので はない。 

線 源 と 検出 面 と の 距離に ついては， 実際の 測定 条件に 近づけ る ため 測定 位置 と 同じ 距離で 試^^す る こと 
とした。 現実に 使用され ている 装置 は， 上面 又は 下 面の 検出器が 上下し， 物品の 大きさが 異なっても， 自 
^的に いつ も 同 じ 距離 となる よう な 装置が 一般に 使用 されて いる が, 側面の 検出器 を も つ 場合 は， 構造 的 
に 接近す る ことが 難しいた め 固定 形が 一般に 使用され ている。 側面の 検出器 試験 は， 上下 方向の 物品と 検 
出 器との 距離， 又は 装置で 決められ ている 測定 位置に 線 源 を 設定して 側面の 検出器に 関わる 試験 を 行う も 
のと した。 

最小 検出 表面 放出 率の 算出 式に ついても， IEC 61098:1992 を 参考と している 力 \ この 式 は 計数 測定 
方式が 前提で あり， レート メータ 測定 方式の システム に は 適用 できない。 

レート メータ 測定 方式の 場合 は， 使用 レート メータで 実^の 計測 時間 （物品の 検出 面 移動 時間） で 計測 
したと きに 得られる 最大の 正味 計数 率と 標準 線 源の 表面 放出 率との 比から 求めた 最大 機器 効率 （& liax ) 及 
び レート メータ 90 % 応答 ひ 一 測定値 を， 本体の 式 (1) 又は 本体の 式 (2) の 平均 機器 効率 （ £a ) 及び 測定 時間 

ひ 及び ァ） に 代入した 次の 式で 算出で きる。 

本体の 式 (1) を 使用の 場合の 最小 検出 表面 放出 率 （M,) は， 次の 式と なる。 

M _ 0.05B 2 +3(B 2 /0.87 ら。 +5， /0.87 ん。 ） ' 5 

し max 

ここに， B 2 : 最大 基準 バックグラウンドに 対応す る 計数 率 （s 一 1 ) 

t 90 ： 使用 レート メータの 90% 応答 時間 （s) 
e max ： レート メータ 使用 時に 得られる 最大 梭器 効率 

本体の 式 (2) を 使用の 場合の 最小 検出 表面 放出 率 （M》 は， 次の 式と なる。 

M ^g 2 -g,+3(g 2 /0.87^ 90 ) - 5 

f 

max 

ししに， By 

B 2 

^"max 

解 4 
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注記 0.87 ん 。の 計数 0.87 は， 90% 応答 時間 ひ 9 。） を 時 定数 (r) の 2 倍に 変換す る 変換 係数。 
5.5 構造 （お I 条 6) 

この 規格で 取り扱う 据置形 ル線用 物品 表面 汚染 モニタの ブロ ック 図の 例 を， 解説 図 1 及び 解説 図 2 に 示 
す。 モニタリング チャネル は， 物品の 各部 位 （前面， 背面， 上面， 下 面， 右側 面 及び 左側 面） 単位で 設定 
される ケースが 多い。 例え ば， 物品 上面 を 測定す るた め に 上面 左右 に 検出 チ ャ ネ ルが設 けられる ときには， 
この 二つ の 検出 チャネル を 一つの モニタ リ ン グチ ャ ネ ル に 設定して， 各 検出 チ ャ ネ ルか ら の 正味 計数 率 を 
合計した 計数 书で， 物品 上面の 表面 汚染 密度 を 求める ものである。 
5.6 電源 部 （6.6) 

旧規 格で は， 電源の 定格 電圧 は 100V と 規定され ていた 力、 国内の 原子力 施設な どでの 使用 実績から 100 
V 又は 200 V の 規定 に 変更 し た 。 
5.7 試験 方法 一般 (7.2.1) 

本体の 表 1 の 共通 試験 条件 は， JISZ 4338 及び JISZ 4340 と 整合 を 図り 変更した。 
5.8 受渡 検査 （8.2) 

旧規 格で は， 受渡 検査 項目 と して 最小 検出 表面 放出 率 だけが 規定され ていたが， 表面 汚染 モニタと して 
警報 動作 は 重要な 機能の 一つで あ り ， 受渡 検査 項目 と して 追加した。 
5.9 附属 書 A 

この 規格で は， 表面 汚染 測定 を 行う 測定器に 関する 国際規格の 考え方に 従って， 検出器の 性能 を 規定す 
る 単位と して 最小 検出 表面 放出 率 （s 一 1 ) を 使用した が， 国内で は 検出 限界 値 （Bq/cm 2 ) が 一般的に 使用 さ 
れ ている。 この 両者の 関係 は， 附属 書 A によって 関連 付ける ことができる。 

最小 検出 表面 放出 率の 規定値で ある 200 s 一 1 は， 測定 対象の 汚染の 広がり を 100cm 2 とし， 放射性 表面 汚 
染の雜 源 効^ を 0.5 とした 場合に， 次の 式に よって Bq/cm 2 に 対応す る。 
200 (s— 1 ) +100 (cm 2 ) +0.5(s — '/Bq) = 4 (Bq/cm 2 ) 

したがって， 200 s 一 1 は cc 線 を 放出し ない 核 種に 関わる 管理 区域からの 持ち出し^ 準 値で ある 4 Bq/cnr 
と 同等の 関係と なる。 

なお， 汚染 面積と して 設定した 100 cm 2 は， ス ミヤろ 紙に よる 測定 方法な ど 一般的に 使用され ている 値 
を 用いた。 JISZ4504 では， 放射線 測定器の 有効 窓 面積 を 用いる ことと なって いる 力 、 一般に モニタの 有 
効 窓 面積 は 100 cm 2 よりも 大きく， 保守的な 評価と なる。 放射性 表面 汚染の 線 源 効 卓 ほ， 被 測定 物品の 材 
質 及び 汚染 核 種の 線 質に よって 多少 異なった 値 を 示す 力、 大きな 差の ない こ と が， 実験で 証明され ている。 
附属 書に 示さ れ ている 線 源 効率が あ ら か じ め 明 ら かな 場合の 例 として， 床材な どの 放射性 表面 汚染の 線 源 
効率の 試験 データ を 解説 表 1 及び 解説 表 2 に 示す。 また， 金属， 非金属， シート 類な どの 様々 な 材質の 表 
面 汚染に 対する 線 源 効率の 試験 デー タ は "技術 資料 様々 な 材質の 表面 汚染に 対する 線 源 効率の 実験的 評 
価" [日本 原子力学 会 和文 論文 誌， Vol.6, No.3, p.370-375 (2007)] から も 参照す る ことができる。 

モニタ を 校正す る ときには， 木材な ど を 用いて 物品の 形状 を 模擬した 校正 用具 を 作り， これに 校正 用 ^ 
線 標準 線 源 を 装着して 行う。 



解 S 
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解説 表 1 一 試験 材料の 仕様 



材料 




るお、 


3 — 卜 




衣 |且|処 ュ. S —つ ノノ リー！" 


しし 


丄 ホ キ ン te] fl 曰 1 士上 け 


P タイル 


PT 


n\/r Bfe-*M ^TtTFila J? 
ド V し' 不 M リ /又 口 ロノ 


ロン リウ ム 


LL 


PVC 床材 （市販品） 


ボ リ エチレン 


PE 


コンクリート 板 上の 0.1 mm 厚の ボ リ ェチ レン シート 


ステンレス 鋼板 （滑 面） 


SS-S 


SU304 (鏡面 仕上げ） 


ステンレス 鋼板 （粗 面） 


SS-R 


SU304 (サン ドプラス ト 処理） 


ステンレス 鋼板 （ペイ ン ト） 


SS-P 


放射性 物 ff 蝓送 容器の 表面のお.': W 


ス ミヤ 試験 用ろ 紙 （滴下） 


FP-D 


放射性 溶液 を も 接 滴下 


ス ミヤ 試な 用ろ 紙 （拭き取り） 


FP-W 


ポ リエ チレン シート 上 の 放射能 の 拭 き 取り 



解説 表 2 - 汚染 線 源 効率 試験 結果 



コード 


放射お 


ヒ核種 


,47 Pm 


60 Co 


,37 Cs 


204 TI 


90 Sr-Y 


24, Am 


CC 


0.45 


0.52 


0.63 


0.58 


0.58 


0.42 


PT 


0.53 


0.48 


0.61 


0.56 


0.55 


0.42 


し L 


0.59 


0.59 


0.71 


0.60 


0.62 


0.48 


PE 


0.47 


0.51 


0.67 


0.57 


0.57 


0.54 


SS-S 


0.57 


0.64 


0.76 


0.66 


0.66 


0.43 


SS-R 


0.62 


0.68 


0.76 


0.66 


0.6フ 


0.44 


SS-P 




0.63 


072 




0.67 




FP-D 


0.07 


0.15 


0.30 


0.28 


0.43 


0.09 


FP-W 


0.50 


0.55 


0.63 


0.57 


0.61 


0.48 


注記 試験 データ は， RADIOISOTOPES, 39, 396—399 (1990) による。 
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PP 
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増幅器 



波高 弁別 器 



増幅器 



波高 弁別 




冃 



面 検出 



面 検出器 



増幅器 




波高 弁別 器 





波高 弁別 器 
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> 
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Ur^ 右側 面 検出器 



右側 面 検出 



下 面 検出器 



増幅器 



波高 弁別 器 





増幅器 




波高 弁別 器 











前面 検出 
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信号 処理 部 



解説 図 1 ー据置 形/? 線 用 物品 表面 汚染 モニタ ブロック 図 （固定 形 モニタの 例) 



左側 面 検出 チャネル 



増幅器 



波高 弁別 器 



表示 部 



電源 部 



左側 面 検出器 



被 測定 物品 



上面 検出 





増幅器 




波高 弁別 器- 








解説 図 2 — 据置 形/? 線 用 物品 表面 汚染 モニタ ブロック 図 （移動 形 モニタの 例） 



信号 処理 部 
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6 原案 作成 委員会の 構成 表 

原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 

JISZ4337 原案 作成 委員会 構成 表 

氏名 所属 



(委員長） 




河 


田 






独立 行政法 人 産業 技術 総合 研究所 


(分科会 委員長） 


〇 


柚 


木 




彰 


独立 行政法 人 産業 技術 総合 研究所 計測 標準 研究 部門 


(委員） 




中 


矢 




夫 


文部科学省 科学技術 ， 学術 政^ 局 原子力 安全 課 






辻 




政 


俊 


経済 産業 省資源 エネルギー 庁^ 子 力 ' 安全 保安 院 






朝 


山 


恒 


男 


財団法人 日 本 規格 協会 規格 開 允 部 






冋 


島 




誠 


財団法人 日 本 品質保証 機構 計量 計測 セ ン ター 




〇 


山 


jj- 『 




裕 


社団法人 日本 アイ ソ トー プ 協会 医薬品 ァ イソ トー プ部 




〇 


村 






卓 


独立 行政法 人 日 本 原子力 開発 機構 原子力 科学 研究所 




〇 




田 




兰!^ 
我 


独立 行政法 人 日 本 原子力 開発 機構 核燃料 サイ ク ル 工学 
研究所 




〇 


與 


P 




至 


東京 電力 株式会社 原子力 運 2 管理 部 




〇 




井 


俊 


郎 


日 本 原子力発電 株式会社 発電 管理 室 




〇 


渡 


辺 




相 
ノ Qi、 


三菱 重工業 株式会社 原子力 業務 部 




〇 


酒 


井 




隆 


株式会社 東芝 電力 システム 社 電力 プラッ トフ オーム 開 
発 部 




〇 


加 


ハ^ C 




徹 


ァ ロカ 株式会社 計測 システム 技術 部 




〇 


中 




定 


雄 


富士 電機 システム ズ 株式会社 放射線 システム 部 




〇 


桑 


原 




均 
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